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１ 基本方針の概要 

○ 特に甚大な被害が想定される整備地域を対象に、10年間の重点的・集中的な取組として

実施してきた、不燃化特区制度の活用や特定整備路線の整備について、取組を５年間延長

し、引き続き、整備地域の不燃化を強力に推進 

○ 木造住宅密集地域においては、敷地の細分化防止や建築物の不燃化を図っていくととも

に、農地を有し、将来の宅地化も想定される地域について、必要に応じ、防災性の維持・

向上を図り、安全で良好な住環境を形成 

〇 さらに、木造住宅密集地域等の改善に併せて、地域の特性に応じた創意工夫による魅力

的な街並みの住宅市街地への再生を促進 

２ 計画の構成と計画期間 

本計画は、「基本方針」と「整備プログラム」で構成 

〇 基本方針（計画期間：2021年度から 2030年度まで（10年間））  

・ 目標設定や地域の指定等を行うとともに、整備方針や計画の推進体制などを規定 

〇 整備プログラム（計画期間：2021年度から 2025年度まで（５年間）） 

・ 基本方針に基づき定める具体的な整備計画などを規定 

  今回、基本方針を定め、2020年度に同方針を基に整備プログラムの見直し等を行い、計

画を改定します。 

３ 目標 

 〇 現行計画の目標への達成見込みは、地域の状況によって差があることから、地域ごとの

状況や課題を踏まえ、それぞれの地域で効果を上げていくための目標を設定 

（１）延焼遮断帯の形成 

 
目標 

（2030年度） 
現状 

（2017年度） 

整備地域内の延焼遮断帯の形成率 75％ 65％ 

特定整備路線 
全線整備 

（2025年度） 
― 

（２）市街地の整備 

 

 

目標 現状 
（2016年度） （2025年度） （2030年度） 

整備地域全 28地域のうち 

不燃領域率 70%以上の地域数 
半数以上 全地域 ４地域 

重点整備地域の不燃領域率 

（不燃化特区 52地区） 

全地域 70％を目指し 
つつ、各地域で 

10ポイント以上向上※ 
― 重点整備地域全体の

不燃領域率 56% 

  ※最新の調査結果である 2016年度からの上昇分 
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４ 主な施策 

（１）木造住宅密集地域 

震災時に延焼被害のおそれがある老朽木造住宅が密集している地域 

・ 約 13,000ha （現行計画（2016年））から約 8,600ha（今回（2020年））に減少 

【整備方針】市街地状況に応じた規制・誘導等により、安全で良好な住環境を形成 

・  地区計画又は用途地域による敷地面積の最低限度の設定や市街地状況に応じた

防火規制等の指定による敷地の細分化防止や建築物の不燃化の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１ 木造住宅密集地域 
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（２）整備地域 

地域危険度が高く、かつ、老朽化した木造建築物が特に集積するなど、震災時に特に  

甚大な被害が想定される地域 

・ 約 6,900ha（現行計画（2016年））から約 6,500ha（今回（2020年））に減少 

【整備方針】地域の特性に応じ、事業や規制・誘導を効果的に組み合わせて展開 

・  原則として新防火区域の指定を引き続き進めるとともに、防災街区整備地区計

画又は地区計画の導入により、建築物の不燃化や敷地の細分化防止を促進 

・  建替えが進まない街区の改善に向けた無接道敷地における建替え促進、都市開

発諸制度の運用等による民間活力の活用、空き家の除却など様々な施策を展開 

・  防災生活道路の整備や沿道建築物の建替えを促進するとともに、道路の機能維

持に向け、電柱や危険なブロック塀の倒壊による道路閉塞の防止を促進 

・  整備地域等の改善に併せて、地域の特性に応じた創意工夫による魅力的な街並

みの住宅市街地への再生を促進 

・  震災時の延焼遮断など防災性の向上を図る特定整備路線の整備とともに沿道の

まちづくりを推進 

・  借家人や高齢者などが安心して住み替えや建替えができる環境の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２ 整備地域 

整備地域 
1．大森中地域 
2．西蒲田地域 
3．羽田地域 
4．林試の森周辺・荏原地域 
5．世田谷区役所周辺・三宿・太子堂地域 
6．北沢地域 
7．南台・本町(渋)・西新宿地域 
8．阿佐谷・高円寺周辺地域 
9．大和町・野方地域 
10．南長崎・長崎・落合地域 
11．東池袋・大塚地域 
12．池袋西・池袋北・滝野川地域 
13．大谷口周辺地域 
14．千駄木・向丘・谷中地域 

15．西ヶ原・巣鴨地域 
16．十条・赤羽西地域 
17．志茂地域 
18．荒川地域 
19．浅草北部地域 
20．千住地域 
21．西新井駅西口一体地域 
22．足立地域 
23．北砂地域 
24．墨田区北部・亀戸地域 
25．平井地域 
26．立石・四つ木・堀切地域 
27．松島・新小岩駅周辺地域 
28．南小岩・東松本地域 
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（３）重点整備地域 

防災都市づくりに資する事業を重層的かつ集中的に実施する地域 

【整備方針】不燃化特区制度を活用し、従来よりも踏み込んだ特別な支援を継続 

・  戸別訪問などにより不燃化への意識の向上を図るとともに、老朽建築物の除却

や建替え等を支援 

・  無接道敷地解消や敷地整序のため、種地の取得、防災生活道路の整備に併せた

連鎖的な移転などの手法を活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 重点整備地域 

1．西新宿五丁目地区 
2．大塚五・六丁目地区 
3．谷中二・三・五丁目地区 
4．京島周辺地区 
5．鐘ヶ淵周辺地区 
6．北砂三・四・五丁目地区 
7．東中延一・二丁目、中延二・三丁目及び西中延三丁目地区 
8．補助29号線沿道地区（品川区） 
9．豊町四・五・六丁目、二葉三・四丁目及び西大井六丁目地区 
10．旗の台四丁目・中延五丁目地区 
11．戸越二・四・五・六丁目地区 
12．西品川一・二・三丁目地区 
13．大井五・七丁目、西大井二・三・四丁目地区 

27．弥生町三丁目周辺地区 
28．大和町地区 
29．杉並第六小学校周辺地区 
30．方南一丁目地区 
31．東池袋四・五丁目地区 
32．池袋本町・上池袋地区 
33．補助26・172号線沿道地区 
34．雑司が谷・南池袋地区 
35．補助81号線沿道地区 
36．十条駅周辺地区 
37．志茂・岩淵地区 
38．赤羽西補助86号線沿道地区 
39．荒川・南千住地区 

14．放射２号線沿道地区 
15．補助28号線沿道地区 
16．大井二丁目地区 
17．目黒本町五・六丁目、原町一丁目、洗足一丁目地区 
18．大森中地区（西糀谷、東蒲田、大森中） 
19．羽田二・三・六丁目地区 
20．補助29号線沿道地区（大田区） 
21．太子堂・三宿地区 
22．区役所周辺地区（世田谷区） 
23．北沢三・四丁目地区 
24．太子堂・若林地区 
25．北沢五丁目・大原一丁目地区 
26．本町二～六丁目地区 

重点整備地域 
 

40．町屋・尾久地区 
41．大谷口一丁目周辺地区 
42．大山駅周辺西地区 
43．西新井駅西口周辺地区 
44．足立区中南部一帯地区 
45．四つ木一・二丁目地区 
46．東四つ木地区 
47．東立石四丁目地区 
48．堀切二丁目周辺及び四丁目地区 
49．南小岩七・八丁目周辺地区 
50．松島三丁目地区 
51．平井二丁目付近地区 
52．南小岩南部・東松本付近地区 
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（４）農地を有し、防災性の維持・向上を図るべき地域 

多摩地域や区部西部を中心とした、農地を有し、将来、無秩序に宅地化された場合に  

防災性を低下させるおそれのある地域 

・  約 2,800haを抽出 

【整備方針】農地の保全・活用を最大限図るとともに、やむを得ず宅地化される場合に備

えて、必要に応じた規制・誘導の導入を促進 

・  引き続き営農を継続する取組や防災協力農地として活用する取組を促進 

・  やむを得ず宅地化される場合に備え、必要に応じた地区計画や防火規制等の導

入を促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 農地を有し、防災性の維持・向上を図るべき地域 


